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経済心理からみる経営者財務会計行動論 
流動性配列法と固定性配列法の選択 

 

 

孔   炳 龍 

 

序 

 昨今の経済学では，伝統的な経済学である新古

典派経済学と，新たに，台頭してきている行動経

済学が，現代の経済人の経済行動を説明するのに，

相補ってきている。経済学に心理学をとりいれた

行動経済学は，新古典派経済学で前提としている

合理的経済人の経済行動で説明できない部分（た

とえば，便益による効用の増加に比べてコストの

場合に過剰に効用が減少するプロスペクト理論な

ど）をある程度，補足して説明することに成功し

てきている。 

 本稿でとりあげるフレーミング効果，初頭効果，

同調効果，デフォルト効果，現状維持バイアスの

問題は，合理的経済人の場合には問題にならない

内容であるが，限定合理性の経済人で心理的な影

響を受けるものには，大きな問題になることだろ

う。 

 たとえば，行動経済学のフレーミング効果の問

題は，情報内容が同じである一方，その表現の仕

方が異なることで，異なる情報効果を生じること

を意味する。本稿で取り上げる流動性配列法と固

定性配列法は，流動資産や流動負債を先に記入す

るか，固定資産や固定負債を先に記入するかとい

った記入する順番の問題であり，内容に違いはな

い。フレーミング効果の場合，特に注意しなけれ

ばならないのは，あくまでも情報内容が同じであ

る点である。もし，情報内容が異なっているなら

ば，表現の仕方が異なることとは別に，その結果

として情報効果が異なることは当然の帰結になる

からである。 

 本稿では，行動経済学のフレーミング効果を中

心に流動性配列法と固定性配列法の経営者の選択

行動を事実解明理論で明らかにしていこうと思う。 

 

Ⅰ.仮説演繹法と事実解明理論 

 

①仮説演繹法 

 「仮説-演繹法（hypothetico-deductive method）

とは，科学理論の成り立ちについて今日ほぼ定説

になっている見解。それによれば，科学理論はつ

ぎの四つの段階をへて成立するという。（1）仮説

の設定。（2）その仮説より実験観察の可能な命題

の演繹。（3）その命題の実験観察によるテスト。

（4）その結果が満足なものであれば，さきの仮

説の受容。ただし，その結果が不満足なものであ

れば，さきの仮説は修正または破棄される1」も

のである。 

 AAAの報告書では，経験科学を構成する2種の要

素とそれらがどのように結合されて理論形成と検

証とがなされるかが示されている。この関係は次

図表1 仮説の設定 

 
出所：AAA（1971，p.58），Sterling（1970，p.448） 
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の図表1で示される。 

 図表1の投入としては仮説の設定を想定できる。

この仮説を論理学上の推論規則等により演繹しテ

スト可能な命題としたものが産出である。このテ

スト含意の検証が意味論的規則との関係づけであ

る。Hempel教授は，仮説をHとし，テスト含意をI

とすると，検証は次のようになると述べている2。 

 もしHが真ならば，Iも真である。 

 （証拠が示すように）Iは真である。 

 Hは真である。 

 仮説の設定であるが，次にYu教授の科学的方法

のフローチャートを示そう。 

 

 また，Yu教授の科学的方法の帰納と検証を次に

図表3で示そう。 

 

 

 この場合，仮説の設定は，帰納によるもの，演

繹によるものそして発想によるものがあると考え

られる。帰納による場合は，有限個の実験データ

からの一般法則の帰納を想定するものである。だ

がこの場合でも，単に，実験データも枚挙するこ

とによって可能となるのではなく，伊東教授は次

のように述べている「それに先立ってどこに目を

つけるかという，一つの観点の発見が必要であ

る3」。演繹による場合は，伊東教授は次のように

述べている。「『演繹』も『発見』にあずかりうる

が，そのためにはアルゴリズムに機械的に従うと

いうのではなく，それまでと異なった観点にたっ

た一つの新しい見透しをもたなくてはならない4」

のであり，必ずしも，前提に含まれている意外な

結果が演繹によって明白にされるという意味での

機械的な演繹のみを考えるのではない。発想によ

る場合は，類推によるもの，普遍化によるもの，

極限化によるものおよびシステム化によるものが

含まれる。類推による仮説の設定について，伊東

教授は次のように述べている。「既知のaとa’と

の間にある本質的関係があると考えられる場合，

aとbの関係と対応する関係をa’とb’との間にあ

る本質的関係があると考えられる場合，aとbの関

係と対応する関係をa'とb’の間に考え，既知のb

と類比的に未知のｂ’を定立することである5」。

次の図表4は類推による仮説の設定を示している。 

 

図表3 帰納と検証 

出所：Yu（1976，p.24） 

図表2 科学的方法 

事 実 の 世 界 

 

問題ないし未解決情況の認識，データの収集と系統化 

 

明示的あるいは黙示的な前提と定義の定式化 

 

仮説の展開…関連する事実間の諸関係，示唆される説明，あるいは提

案される解決策 

 

仮説の含意の演繹 

 

仮説のテスト…実験 

 

理論の定式化…仮説の受容 

 

理論の検証，修正，棄却（完全あるいは絶対的な検証は困難である）

…新事実，新データおよび予想される新テストを含めて 

 

理論の承認…一層のテストを待つ 

出所：Yu（1976，p.23） 
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 普遍化によるものについて，伊東教授は次のよ

うのように述べている。「与えられた既知の複数

の理論を，ある観点から統一的に把握しうる，よ

り一般的な理論をつくろうとすることを意味す

る6」）。また，極限化による仮説設定について，

伊東教授は次のように述べている。「経験的事実

の理想的な極限を考えてそこに法則を発見するこ

とである7」。また，システム化によるものは，

「多くの事実を，ある観点から一つのシステムと

して関係づけ，そこに法則を発見するものであ

る8」。井上良二教授はかような仮説演繹法につい

て次のように述べている。「したがって，仮説-演

繹法は，仮説の設定を帰納，演繹および発想を使

用し行うにさいして，意味論的規則（指示規則，

形成規則）によって仮説を構成し，これを公理的

方法，したがって，公理から構文論的規則（変形

規則）に従って定理たるテスト含意を導き，これ

を意味論的規則（解釈規則，すなわち，指示規則

と真理規則）によって経験的事実と対応せしめて

確証をもとめる方法であるということができよ

う9」。この仮説演繹法の使命は何であろうか。井

上教授は次のように述べる「直接的には，法則あ

るいは理論の構成であろう。では，法則あるいは

理論の役割は何であろうか，法則を構成要素の一

部としてもつ演繹体系を理論と解することができ

るから，ここでは，法則の役割を明らかにしよ

う。・・・（中略）・・・仮説-演繹法における中心

的問題は理論法則にあるといわなければならな

い10」。 

 Carnap教授は，法則の2つの型として経験法則

と理論法則を示している11。経験法則が，観察可

能なものであり，感覚によって直接的に観察でき

るか，または，比較的簡単な方法で測定できるも

のについての法則である一方，理論法則は，経験

法則をより一般化しつつ到達しうるものではない。

この理論法則は，経験的法則を包摂するものであ

る。したがって，理論法則から経験的法則が演繹

されることになる。ゆえに，理論法則のテスト含

意として経験法則が位置づけられ，それが事実と

対応され理論法則の確証がなされることになる。

Carnap教授は次のように述べている。「かかる法

則はどのような有用性をもつのだろうか。それら

は科学および日常生活のいかなる目的に役立つの

であろうか。それらへの答えは二重にある：法則

は既知の事実を説明するために用いられる。そし

て，法則は未知の事実を予測するために用いられ

る12」。したがって，法則の役割は，説明と予測

にあることになる。 

 

②事実解明理論 

 青柳教授によると，理論は，実証理論と規範理

論に類型化される。そして，実証理論は，対象の

ありのままを正しく説明したり，対象の移り行き

を正しく予見したりする理論である。しかしなが

ら，対象をありのままに正しく説明したり，対象

の移り行きを正しく予見したりする理論は，実証

理論だけとは限らない。すなわち，かような理論

には，実証理論と事実解明理論（または記述理論）

の２つの理論があるのである。実証理論が，仮説

演繹法によって導かれた命題が経験的事実と対応

されて検証されたとき法則とされ，それらを体系

化したものである一方，検証可能な命題で理論構

成されてはいないが，説明・予測をおこなう理論

が事実解明理論である13。 

 井上教授によると，実証理論と事実解明理論は

ともに，仮説演繹法を用いる同じ理論であり，因

果関係により実践あるいは会計活動の説明・予測

をおこなう理論と考えられる。 

 

図表4 類推 

 

 

出所：伊東（1981，p.247） 
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 図表5は，McDonald教授による事実解明理論の

仕組みである。 

 

Ⅱ.経営者財務会計行動論 

 

 さて，経営者が実際に財務会計の行動をおこな

っているのか否かについてはよく問題になる。実

際には企業の財務部の担当者が財務会計行動をお

こなっているとみるものが多い。しかしながら，

財務会計行動の過程の中で多くの時間を割いて決

定案を出すのが財務部の責任者だとしても，最終

決定を下すのは，やはり経営者ではないだろうか。

本稿はかような見解にもとづき，経営者が財務会

計行動をおこなうことを想定し，日本の上場企業

における経営者の貸借対照表（IFRSでは財政状態

計算書という）の流動性配列法と固定性配列法の

開示選択について以下考察し仮説演繹法で事実解

明理論を展開することにしたい。 

 日本の上場企業の経営者の流動性配列法と固定

性配列法の開示選択であるが，数値ではでていな

いものの，多くの企業が流動性配列法を採用して

いることが指摘されている。それは，数値にはで

ていないが，異常な偏りが想定できるであろう。

同じ情報内容であっても，何ら理由なく，どちら

かが多く採用されることは一般には考えられ，あ

る程度の偏りがみられるのはむしろ自然なことで

ある。しかしながら，日本の企業が流動性配列法

を選択するのは，かような一般的な偏りでは説明

できないであろう。 

 桜井教授は次のように述べている。「資産と負

債が流動項目と固定項目に分類されると，次にこ

れらは貸借対照表上に原則として流動性配列法に

従って記載される。（企業会計原則・第三・三，

財務諸表規則13条）。流動性配列法とは，貸借対

照表の項目を流動性の高い順，すなわち資産につ

いては換金可能性の高い項目の順，また負債につ

いては返済期限の早い項目の順に配列する方法で

ある。・・・（中略）・・・流動性配列法は，企業

が流動資産で流動負債を支払う能力を明らかにす

るのに便利であるから，多くの企業の貸借対照表

はこの方法に従って作成されている。他方，固定

資産の割合がきわめて高い電力会社などについて

は，長期的な資金運用形態たる固定資産と，同じ

く長期的な資金調達源泉たる純資産および固定負

債との関係を明らかにするのに，固定性配列法便

利である14」。 

 かように，貸借対照表が作成されるようになっ

た歴史的背景から考えると，貸借対照表の流動負

債と流動資産は，企業の債務弁済能力をみる上で

役に立っていたと考えられる。後の章で詳述する

が，財務諸表分析で，流動性比率のように，流動

資産を流動負債で除して比率を求めているのは，

伝統的な名残とも考えられる。しかしながら，現

代では，債務弁済能力は，キャッシュ・フロー計

算書を用いた収支にもとづくインタレストカバレ

ッジレシオなどが財務諸表分析に登場してきてお

り，キャッシュ・フロー計算書と共に従来に比較

して，貸借対照表の流動負債と流動資産による債

務弁済能力をみる重要性は薄れてきているのでは

ないだろうか。 

 そこで，流動性配列法と固定性配列法を次に図

表6で示そう。 

 

図表5 記述理論の体系 

出所：McDonald（1972，p.27） 
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 この流動性配列法と固定性配列法であるが，表

現は異なるが，内容は同じと考えてよいであろう。

しからば，先述のように，ある程度の偏りはある

かもしれないが，経営者の貸借対照表の流動性配

列法と固定性配列法の開示選択行動のように，極

端な偏りがみられるのは，合理的経済人を想定し

た場合，考え難い事実といえるであろう。 

 図表7はKelly教授による経営者の財務会計行動

を説明する内容である。 

 井上教授は，米国における経営者財務会計行動

を説明する1つの概念図として，Kelly教授の図表

7を引用して次のように述べている。「ケリー教授

の主張をいま少しこの角度から考えてみよう。ま

ず，ケリー教授は債務契約，経営者報酬契約をそ

の視野に収めていることからエイジェンシー理論

に依拠していることは明らかである。すなわち，

ケリー教授の企業観は契約説であるといえる。企

業は各集団間の利害の諸コンフリクトから生ずる

コスト（エイジェンシー・コスト）を最小化する

ために結ばれる契約の連鎖である。債務契約は債

権者と株主－経営者との間に生ずる利害のコンフ

リクトを緩和するための契約である。経営者報酬

制度は経営者と株主との間にコンフリクトを緩和

するための契約である。この契約は会計上の利益

の金額によってボーナスの支払いが拘束されてい

るボーナス制度，経営者を株主とすることによっ

て利害のコンフリクトを減少させようとする株所

有制度およびストック・オプション制度から成っ

ている15」。 

 かような米国でおこなわれてきたエイジェンシ

ー理論で経営者の財務会計行動を説明する試みに

対して，井上教授は，日本での経営者財務会計行

図表6 流動性配列法と固定性配列法 

 

出所：桜井（2015，p.306） 

図表7 会計変更に対する富の影響と反応 

 
出所：Kelly（1983,p.113） 
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動には，そのような試みが上手く機能しないこと

を指摘し，エイジェンシー理論に代わり会計社会

学からかような経営者の財務会計行動を説明して

いる。 

 本稿でも，Kelly教授のフローチャートでは，

日本における経営者の財務会計行動である，経営

者の貸借対照表の流動性配列法と固定性配列法の

開示選択行動を説明することは困難であると考え

る。なぜならば，貸借対照表の流動性配列法と固

定性配列法の開示選択行動自体が経営者の報酬等

に結びつくとは考えられないからである。 

 経営者は，通常，情報の受け手である投資者な

どのステイクホルダーがいかような情報効果を有

するかを想定して会計情報の開示をおこなうとい

う情報インダクタンスを有していると考えられて

いる16。 

 かように考えると，経営者が前述のように，流

動性配列法で極端に多くが開示しているのは，表

現の仕方が異なるならば，投資者などのステイク

ホルダーが異なる反応をすると想定しているから

であると考えることが適切であろう。 

 しかしながら，かような投資者などのステイク

ホルダーの異なる反応を伝統的な経済学が想定し

ている合理的経済人からは説明できない。そこで，

本稿では行動経済学から，かような投資者などの

ステイクホルダーの異なる反応を説明しようと思

う。このような表現は異なるが，内容は同じもの

に異なる反応をすることを行動経済学では説明で

きる。そこで，次の章から，行動経済学をもとに，

経営者の財務会計行動の事実解明理論を展開して

行こう。 

 

Ⅲ.限定合理性の会計情報利用者の行動 

 

①フレーミング効果 

 「論理的に等価の問題であっても，選択肢の表

現の仕方や枠組みの違いが選好に影響する現象を

フレーミング効果と呼ぶ。例えば，生存率97％と

いう場合と，死亡率3％という場合とでは，心理

的には異なる問題となり，意思決定に影響を与え

る17」。 

 たとえば，フレーミング効果の例として，

Tversky教授とKahneman教授の「アジアの疫病」

という研究がある。そこでは，「600人の命を奪う

新たなアジアの疫病の発生を押さえる対策が合衆

国で練られているとする。疫病を押さえる2つの

代替案が提示された。この2つのプログラムを実

施した結果については正確な科学的推定が次のよ

うに行われているとする。プログラムAが採用さ

れれば，200人の命が救われる。プログラムBが採

用されれば，1/3の確率で600人の命が救われるが，

2/3の確率で誰も助からない。あなたはどちらの

プログラムが望ましいと思うか18」という実験で

ある。 

 この実験では，「被験者の72％がAを選択し，

28％がBを選択した。」という実験結果がでている。 

 一方「プログラムCが採用されれば，400人の命

が失われる。プログラムDが採用されれば，1/3の

確率で誰の命も失われないが，2/3の確率で600人

の命が失われる。あなたはどちらのプログラムが

望ましいと思うか19」という実験では，プログラ

ムCを選択したのは22％に過ぎず，78％はプログ

ラムDを選択した。この場合，プログラムCはプロ

グラムAと同じものであり，プログラムDとプログ

ラムBは同じである。しかしながら，プログラムA

とプログラムBでは救われる命である利得を強調

しているのに対して，プログラムCやプログラムD

は失われる命，つまり損失を強調している点で表

現が異なっているのである。 

 前述の経営者の貸借対照表の流動性配列法を極

端に多く開示選択する財務会計行動の場合，かよ

うなフレーミング効果を想定していると思われる。

しかしながら，Tversky教授とKahneman教授の

「アジアの疫病」の研究で想定しているプロスペ

クト理論は，会計情報を提供する経営者の限定合

理性には関りを持ちうるが，会計情報の利用者の

投資意思決定には直接関わらない。ここで問題に

なっているのは，流動資産や流動負債を先に記入

することで，会計情報の利用者が影響を受けるか

どうかである。 
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 このことは，行動経済学でいうヒューリスティ

クスを想定していると思われる。流動資産や流動

負債を固定資産や固定負債よりも先に記入してい

る流動性配列法は，固定資産や資本や固定負債を

先に記入している固定性配列法と比較して，先か

後かの違いだけである。これは，ある意味で中国

の古事の朝三暮四と同じである。 

 さすれば，現行の日本の貸借対照表で圧倒的に

多くの企業が流動性配列法を採用しているのは，

心理的な何かが作用していることを想定している

と思われる。 

 本稿では，かような要因として次に初頭効果を

提示しようと思う。 

 流動性配列法と固定性配列法の表現の違いは，

図表6のように，流動資産や流動負債を先に記入

するか，固定資産や固定負債の後に記すかの違い

になっている。とりわけ，先に記入されているこ

とが情報の利用者により影響すると，流動性配列

法も固定性配列法も想定していると考えられるの

である。 

 かように，先に書かれている内容が，後に書か

れている内容よりも，情報の利用者により影響す

る効果として初頭効果があげられる。 

 そこで，次に初頭効果をみてみよう。 

 

②初頭効果 

 初頭効果とは，系列位置効果の１つで，リスト

形式で提示されたものを記憶するさいに，そのリ

スト中の位置によって各項目の記憶保持状態に差

異がみられることを意味する。比較的前の方に記

載があったものをより記憶していることを初頭効

果という。初頭効果は，複数のものを認知処理す

る場合に，最初に覚えたたり触れたりした情報で

あればあるほど記憶や印象に残りやすくなる効果

を意味する。人は，複数の情報に触れる場合，単

純に一つひとつを記憶するのではなく，複数の情

報の中での比較や繰返しなどにより規則的におこ

なうと考えられるが，最初に覚えて触れた情報は，

記憶対象として意識の中に登場する回数が多くな

るため，長期記憶として残り易いと思われる。

Asch教授は，人物の特徴をa知的な-器用な-勤勉

な-温かい-決断力のある-実際的な-慎重な，とb

知的な-器用な-勤勉な-冷たい-決断力のある-実

際的な-慎重な，という形容同語のリストで提示

して，どのような情報が印象形成の手がかりにな

るのか，全体としてどのような印象が形成される

かについて研究している20。このaとbの2組のリ

ストは，「温かい」と「冷たい」だけを入替えた

ものであるが，aの方が良い印象が形成されたの

である。このことは，印象形成において，与えら

れた各形容詞語は同じ重みをもつのではなく，中

心的な役割を果たすものとそうでないものがある

ことを示している。また，c知的な-勤勉な-衝動

的な-批判的な-頑固な-嫉妬深い，とd嫉妬深い-

頑固な-批判的な-衝動的な-勤勉な-知的な，とい

う形容同語のリストで提示してどのような情報が

印象形成の手がかりになるのか，全体としてどの

ような印象が形成されるかについても研究した。

結果，最初に提示された情報が全体の印象形成を

強く方向づける初頭効果がされた。図表8は，こ

の初頭効果を明確に表わしている21。 

 合理的な経済人ならば，先に記入されていよう

と後に記入されていようと大きな差異は生じない

と思われる。したがって，経営者が初頭効果を想

定して，流動性配列法を採用しているとするなら

ば，経営者は，情報の利用者の中に限定合理性の

経済人が少なからず存在し，かような経済人が，

初頭効果によって影響されると考えていることに

なる。 

 

③流動性配列法と固定性配列法そして財務諸表

分析 

 経営者がステイクホルダーの初頭効果を想定し

て，圧倒的多数が，流動性配列法を採用している

と考えた場合，流動性配列法で先に示される流動

資産と流動負債から，ステイクホルダーが何を読

取っていると経営者は想定しているだろうか。流

動性配列法は，先述したように，企業の債務弁済

能力を推定するのに有用な情報を提供すると思わ

れる。 
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 流動資産と流動負債から想定できる財務諸表分

析の指標に，流動性比率と当座比率がある。流動

性比率は，流動資産を流動負債で除すことにより

算出できる。200％以上が良好であると考えられ

ている。すなわち，すぐに返済しなければならな

い負債（流動負債）を，すぐに返済に用いること

ができる資産（流動資産）で賄うことができるか

どうかを，この指標から，情報利用者は読取るこ

とができるのである。この場合の債務弁済能力は，

どちらかといえば短期的な弁済能力と考えられる

であろう。当座比率は，かような流動資産の中で，

より固定性のある棚卸資産を除いた当座資産で流

動負債を賄うことができるかどうかを判断するこ

とになる。100％以上が良好と考えられる点で，

流動性比率と異なるが，この場合も，短期的な安

全性をみる点では，流動性比率と変わらない。 

 一方，固定性配列法で優先される，固定資産や

固定負債そして純資産を用いた財務諸表分析に固

定比率がある。固定比率は，固定資産を純資産の

自己資本で除すことで算出できる。固定資産の多

くは，企業が利益を上げていれば減価償却によっ

て流動化されるのであるが，長期間にわたって，

資金的な面で不安を抱えることになる。そこで，

かような固定資産をいかような資金で賄うかが重

要になる。固定比率は，かような固定資産を，返

済する必要のない自己資本でどれだけ賄っている

かをみるものであり，自己資本ですべて賄われて

いれば安全と考えられる。この場合の安全は，先

ほどの流動性比率や当座比率とは異なり，長期的

な安全性である。そして，この固定比率で，もし，

自己資本で固定資産を賄えない場合には，さらに

固定負債で賄うことが考えられる。かような財務

諸表分析の指標が，固定長期適合率である。これ

は，固定資産を自己資本と固定負債の合計で除す

ものであり，固定負債は自己資本と異なり返済義

務があるものの，返済期間が長期なので長期的安

全性をみる場合には有用と考えられるのである。 

 この場合，短期的な安全性を重視するならば，

初頭効果を想定して，流動資産と流動負債を先に

示し，長期的な安全性を重視するならば，固定資

図表8 初頭効果 

 

Asch（1946,p.271） 
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産，固定負債そして純資産を先に示すことになる。 

 

Ⅳ.限定合理性の経営者の財務会計行動 

 

 これまで述べてきた仮説をもとに演繹的に経営

者財務会計行動（流動性配列法と固定性配列法の

選択行動）を事実解明理論で明らかにしたいとこ

ろであるが，ここで一つだけ経営者が合理的経済

人だけでないことにふれなければならないだろう。

会計情報の利用者である投資者などのステイクホ

ルダーについて合理的経済人と限定合理的な経済

人を想定したように，経営者にも限定合理的な経

済人が存在することは否定できない。さすれば，

かような限定合理的な経済人の極端に多くがなぜ

貸借対照表で流動性配列法を採用したのであろう

か。本稿は，その大きな要因として，経営者自身

にフレーミング効果と初頭効果が影響しているこ

とと，日本社会に慣習として存在している同調効

果または同調圧力，そしてデフォルト効果と現状

維持バイアスが作用したからではないかと考える。 

①同調効果または同調圧力 

 限定合理的な経営者の場合，他の経営者の財務

会計行動（この場合，流動性配列法を選択する）

に同調して流動性配列法を採用したものが多くい

たのではないかと本稿では想定する。 

 同調効果の実験ではAsch教授の実験が有名であ

る。それではAsch教授の同調効果の実験の概略を

以下説明することにしよう。 

 前方についたてがあり，その中央に線が一本縦

に書いてある。30センチほどの長さである。その

横に白い紙がかけてあり，三本の縦線が書いてあ

る。長さはそれぞれ違い，線の上に，1，2，3と

番号がつけてある。三本の内の一本だけが，左に

書いてある線と同じ長さである。被験者は一部屋

に5人で，ここで，知覚の実験であることを実験

者から説明される。カードはつぎつぎととりかえ

られ，いろいろと違った長さの三本線がでてくる。

その都度，どの線が左の縦線と同じ長さに見える

か，被験者に番号で答えてもらい，右端の人から

順番に，大きな声で答える。最初の1が約25セン

チ，2が30センチ，3は20センチくらい。したがっ

て，答えは二番ということになる。右端の被験者

が二番と答える。次の被験者も二番と答える。次

も同様である。そして実際に同調効果を実験され

ている当該被験者が二番と答える。ここまでは，

同調効果の実験の前座である。いよいよ本当の同

調効果の実験になる。今度の実験も二番の線が左

の縦線と同じ長さであると被験者は思う。ところ

が，右端の被験者は一番と答える。そして当該被

験者を除くみなが一番と答える。そこで当該同調

効果の実験の被験者が答えるのである。このよう

な実験を，何度も繰り返し，間違った答えをサク

ラが答えたときの当該同調効果の被験者の答えを

みるのである。 

 ここで本当の同調効果を実験されている被験者

を除く4名はサクラである。 

 Asch教授の実験結果をみると，50人の被験者の

中で，終始一貫して節をまげなかったものは13人

で26％しかいなかった。あとは，少なくとも1回，

多いものは11回，集団に同調したのである22。 

 このような同調効果は，日本に限らず，多くの

国々で生じている。とりわけ，当該選択に専門的

にこだわりがある場合を除いて，多くの人々は，

多くのものが選択する解答に同調してしまう。か

ように考えた場合，日本における貸借対照表にお

いて流動性配列法を固定性配列法よりも選択する

のに大きな偏りがあることを説明する要因として，

経営者による同調効果も少なからず影響している

と考えられる。 

②デフォルト（初期設定）効果および現状維持バ

イアス 

 流動性配列法が採用されるのにある程度の偏り

があるとしても，日本におけるほどの極端な偏り

が生じるのにはさらに同調効果とは別の要因が作

用していると本稿では考えている。なぜならば，

IFRSを採用した日本の企業の場合，日本の会計基

準で採用していたよりも，固定性配列法を採用し

ている企業が，流動性配列法より多いわけではな

いが，散見されており，これまでの日本における

極端な偏りではなくゆるやかな偏りを示している



駿河台大学論叢 第56号(2018) 

―172― 

からである23。そこで，かような理由を説明する

ものとして，次にデフォルト（初期設定）効果お

よび現状維持バイアスの影響を述べよう。 

 パソコンに詳しくない筆者などは，パソコンを

購入した場合，その初期設定を変更することはま

ずない。変更するだけの能力がないだけでなく，

変更しようとする気持ちにならないのである。も

し，財務諸表の貸借対照表で初期設定に流動性配

列法があるとするならば，多くの経営者が，パソ

コンにおける筆者と同じ気持ちになるのではない

だろうか。かようなデフォルト（初期設定）の効

果は，Johnson教授及びGoldstein教授によって実

験の結果に出ている。  

 オランダでは臓器提供者を増やすためにいろい

ろな努力をしてきたが，臓器提供の意思のある人

の割合は2003年でわずか28%であった。一方，同

じヨーロッパでもベルギーでの割合は98%である。

この差はどうして生まれたのだろうか。 

 ある国の臓器提供カードには「臓器提供プログ

ラムに参加を希望する人はチェックしてください」

と書いてある。かように書かれていると，人はチ

ェックをせずプログラムに参加しない。一方，臓

器提供の意思のある人の割合が多い国では「参加

を希望しない人はチェックしてください」と書い

てある。この場合でも人はチェックをしないので，

プログラムに参加することになる。 

 かように人は判断が難しい選択ではデフォルト

を選択する傾向がある。「参加を希望する人はチ

ェックしてください」という書式は「オプトイン

方式」と呼ばれ，「参加を希望しない人はチェッ

クしてください」という書式は「オプトアウト方

式」という。 

 かような選択肢で人に良い行動をとらせること

も悪い行動を取らせることもでき，これを「選択

肢の設計」という。 

 必ずしもそちらに進むように決められているわ

けではないが，別の選択をするより楽である。ま

た，デフォルトは楽だということに加え，デフォ

ルトがお勧めだとみなされることもある。例えば，

ある用紙を渡して「デフォルトはこれです」とい

うと，それに従うのが楽なだけでなく，「この人

はその道のプロとしてこれを勧めているのだろう。

これがいいに違いない」と思ってしまう。つまり，

楽であり，かつそれを提案されていると被験者は

感じるのである。 

 図表9は，Johnson教授及びGoldstein教授によ

る実験の結果である。オプトイン方式とオプトア

ウト方式でかように大きな違いが見いだされる。 

 かようなデフォルトの効果は，現状維持バイア

スと密接に関わりがある。 

 現状維持バイアスとは，友野教授によると次の

ようである。「損失回避性から導かれるもう一つ

の性質が，現状維持バイアスであり，人は現在の

状態（現状）からの移動を回避する傾向にあるこ

図表9 オプトイン方式とオプトアウト方式 

 

出所：Johnson and Goldstein（2004,p.1715） 
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とを意味する。つまり，現状がとりわけいやな状

態でない限り，現状からの変化は，良くなる可能

性と悪くなる可能性の両方がある。そこで損失回

避的傾向が働けば，現状維持に対する志向が強く

なるのである24」。 

 かように，限定合理性のある経済人である経営

者の多くは，デフォルト効果や現状維持バイアス

によって貸借対照表で流動性配列法を選択してい

ると考えられる。 

 かように考察した場合，次の図表10のように日

本における経営者財務会計行動のうち，貸借対照

表の流動性配列法と固定性配列法の選択行動を説

明できるであろう。 

 

おわりに 

 

 本稿は，日本における，貸借対照表の流動性配

列法と固定性配列法の開示選択においてあまりに

多くの企業が流動性配列法を採用していることを，

行動経済学から事実解明理論で明らかにしてきた。

本来，流動性配列法と固定性配列法は，形式は異

なるが，内容は同じである。したがって，両者の

選択にかような大きな偏りが生じるのは不自然で

ある。そこで，本稿では，経営者が財務会計行動

をおこなうことを前提に，会計情報の受け手であ

る投資者等のステイクホルダーの中に，限定合理

性から，同じ内容であっても，心理的な要因で異

なる反応をすることを仮定し，フレーミング効果

や初頭効果を想定して，流動性配列法が多く採用

されたと説明している。また，経営者の中で，自

らの限定合理性から，かような流動性配列法の選

択を想定できなかったものも，自らがフレーミン

グ効果や初頭効果に影響を受け，流動性配列法が

有用であると考え流動性配列法を選択したものも

いるのではないかと考えている。また，多くの経

営者がおこなっている選択行動に影響を受け，同

調効果から同じ選択をしたものや，デフォルト効

果によって現状維持バイアスから選択したものも

少なからずいると結論づけている。 

 なお，ここで断っておくが，行動経済学ですべ

ての経済行動を説明することはもちろんできない。

行動経済学は，伝統的な経済学で説明できない部

分を補完して説明しているのである。本稿は，か

ような試みの1つなのである。 

 

  

図表10 経営者財務会計行動 

 
出所：これまでの内容にもとづいて筆者が作成 
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